
◎主な補正理由

・定額減税補足給付金（不足額給付分）の給付に係る経費の計上

・国交付金の採択仮決定による保育所等施設整備補助金の計上

・農業用施設災害復旧事業に係る工事請負費の増額及び予算科目の組替

◎補正項目及び補正予定額

《歳　出》

○基金管理事業

○物価高騰対策低所得世帯支援給付金給付事業【新規】

○法人立保育所等補助事業

○農業用施設災害復旧事業

《歳　入》

○分担金及び負担金

農業用施設災害復旧費分担金

○国庫支出金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

就学前教育・保育施設整備交付金 145,464千円

令和７年４月２２日可決

218,195千円

国交付金の採択仮決定による保育所等施設整備補助金の計上

2,033,000千円

工事請負費の増額及び予算科目の組替
（１）令和７年度に全箇所工事発注するための工事請負費の増額
（２）山形県の工事受託に伴う工事請負費から負担金への組替（434,568千円）

7,005千円

417,729千円

補正後予算額 64,540,222千円

171,298千円

補正予算編成の財源調整により生じた一般財源の財政調整基金への積立（令和７年度末基金残
高見込2,614,794千円）

417,729千円

定額減税補足給付金（不足額給付分）の給付に係る経費の計上
（１）対象者：基準日（令和７年１月１日）において本市に住民登録のある次の方
　　①不足額給付Ⅰ：令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定した結果、所得額や扶
　　　養親族数の変動等によって定額減税しきれない額が新たに生ずる方
　　②不足額給付Ⅱ：次のすべての要件を満たす方
　　　ア）所得税、個人住民税所得割ともに非課税
　　　イ）税制度上の扶養親族の対象外
　　　ウ）低所得世帯向け給付の対象外
（２）給付額：
　　①令和６年に給付した当初調整給付額と、不足額給付時調整給付所要額の差額
　　②４万円（令和６年１月１日時点で国外居住者であった場合は３万円）
（３）申請方法（原則）：①プッシュ式　②本人による申請
（４）支給開始：令和７年７月下旬（予定）
（５）申請期限：令和７年１０月３１日（予定）

令和７年度４月補正予算の概要について

議第５３号　令和７年度　一般会計補正予算（第１号）

補 正 予 算 額 2,840,222千円
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○県支出金

農業用施設災害復旧事業費補助金

○市債

児童福祉債

農林水産業施設災害復旧債

◎地方債補正（変更）

○民生事業費 ［限度額　補正前：12,100千円　→　補正後：70,100千円］

2,509,124千円

58,000千円

△ 297,100千円
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